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平成24年死亡災害発生状況(1月～8月7日現在,速報値)について 

～茨城県内の死亡災害が大幅増加、増加件数は全国ワースト３位～ 

 

 今般、厚生労働省におきまして、平成24年1月1日から同年8月7日までの間に発生

した労働災害のうち、全国及び茨城労働局(局長 中村 俊一)管内における死亡災害発生

状況について取りまとめられましたので、公表します。 

 

１ 全国の死亡災害発生状況について 

(1) 平成24年8月7日現在、538人で、前年同期に比べて42人、8.5％増加しています。 

    ※平成23年の数値については、東日本大震災を直接の原因とする死亡災害を除いています。   

平成23年の労働災害による死亡者数は2､338人でしたが、そのうち東日本大震災を直接の原

因としない死亡者数は1,023人で過去最少でした。 
(2) 業種別死亡災害発生状況については、製造業では103人で、前年同期に比べて2人、

2.0％の増加、建設業では193人で、前年同期に比べて38人、24.5％の増加、陸上貨

物運送業では77人で、前年同期に比べて16人、26.2％の増加となっています。 

(3) 事故の型別死亡災害発生状況については、「墜落・転落」で、140人となっており、

次に多いのが「交通事故(道路)」で121人となっています。以下、｢はさまれ・まきこ

まれ｣、｢崩壊・倒壊｣、｢激突され｣、｢飛来・落下｣の順となっています。 

   なお、建設業における「墜落・転落」による死亡災害は、84人で、前年同期に比べ

て10人、13.5％の増加となっており、陸上貨物運送業における「交通事故(道路)」に

よる死亡災害は45人で、前年同期に比べて11人、32.4％増加しています。 

     

２ 茨城県内での死亡災害について 

(1) 平成24年8月7日現在、22人で、前年同期に比べて14人、175.0％の増加となって

おり、岡山県、東京都に次いで大幅に増加しています。 

      ※平成23年の数値については、東日本大震災を直接の原因とする死亡災害を除いています。 

        平成23年の労働災害による死亡者数は32人で、そのうち東日本大震災を直接の原因としない死 

亡者数は26人で平成20年にならび過去最少でした。 

  (2) 業種別死亡災害発生状況については、製造業では5人で、前年同期に比べて4人、

400.0％の増加、建設業では6人で、前年同期に比べて2人、50.0％の増加、陸上貨

物運送業では4人で、前年同期に比べて1人、33.3％の増加となっています。 

 (3) 東日本大震災の復旧・復興作業に関連する死亡災害の発生状況については、建設

業において2人で、前年同期に比べて1人、100.0％の増加となっています。 

 

担当課 
 茨城労働局労働基準部健康安全課 
     課   長 橋本 篤弘 
     安全専門官 大津 徳男 
     電  話 029-224-6215 



３ 茨城労働局における労働災害防止対策の概要について 

  茨城労働局及び県内労働基準監督署では、昨年、大震災の影響により労働災害が多発

したことから、今年は年初より労働災害防止対策に集中的な取組を行っていますが、死

亡災害の大幅増加を受けて、関係事業者に注意を喚起するとともに、以下の業種を中心

に、引き続きパトロールや立入検査の強化等を行うこととしています。 
 

  平成24年下半期労働災害防止重点対象業種 
  （１）建設業 
     中小規模建設工事現場、震災復旧工事、除染作業現場等を中心にパトロール 
    を強化。関係事業者団体、発注機関での自主的労働災害防止活動の強化等。 
  （２）製造業（食料品製造業及び金属製品製造業） 
     災害多発事業場に対する集中的な立入検査。事業主団体の自主的労働災 
    害防止活動の強化等。 
  （３）運輸交通業（道路貨物運送業） 
     災害発生事業場、過労運転を発生させた事業場への立入検査。荷主事業 
    場に対する、過労運転防止及び荷扱い中の災害防止への協力要請等。 
  （４）商業（小売業） 
     災害発生事業場等に対する立入検査等。 
  （５）社会福祉施設 
     災害発生事業場等に対する立入検査等。 
  



 
 厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課資料    

         

 平成24年における労働災害の発生状況について  

 (平成２４年８月速報)  

         

 局別の死亡者数の対前年比較(平成２４年)    

      (平成24年8月7日現在)  

 対前年増減数 
局

数 
局    名  

 茨城（22） 東京（40） 岡山（20）      

 
11人以上増加 3 

           

 青森（11） 埼玉（29） 大阪（31） 香川（13）    

 
６～10人増加 4 

           

 北海道（34） 岩手（10） 秋田（5） 山形（9） 富山（9）  

 福井（4） 長野（6） 静岡（20） 三重（10） 奈良（7）  

 

1～5人増加 15 

広島（15） 山口（7） 高知（6） 大分（8） 鹿児島（11）  

 千葉（19） 愛知（27） 兵庫（20） 鳥取（4） 宮崎（5）  

 
増減なし 5 

           

 福島（11） 栃木（7） 群馬（7） 新潟（8） 石川（3）  

 山梨（1） 滋賀（6） 京都（5） 和歌山（2） 島根（4）  

 徳島（3） 愛媛（6） 福岡（25） 佐賀（2） 長崎（6）  

 

1～5人減少 17 

熊本（6） 沖縄（3）        

 宮城（7） 神奈川（19） 岐阜（6）      

 
６～10人減少 3 

           

         

 
11人以上減少   

           

    注 ( )内は平成24年の死亡者数を表す。  

         

         

 
 


